「平成21年度救急医療機関における自殺企図対応調査」の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年５月　福島県障がい福祉課
(1) 調査の実施主体

福島県精神保健福祉センター

(2) 目　的

本県の自殺対策を推進し、自殺者を一人でも減らすためには、自殺企図患者（自殺しようと行動した者）に対する支援体制を充実することが重要である。このため、本県の自殺企図患者の実態及び支援体制について調査し、再発防止施策策定の基礎資料とすることを目的とする。
(3) 対象等
1) 対　　象：福島県内の全救急医療機関84か所（救急告示病院（58ヶ所）、救急協力病院・診療所（13ヶ所）、救急告示病院以外の病院群輪番制病院（13ヶ所））
2) 調査方法：郵送によるアンケート調査
3) 調査期間：平成21年6月及び11月の計2か月間

4) 調査内容：救急病院での自殺企図患者の対応状況調査
 　　①自殺企図対応体制アンケート：当該医療機関における自殺企図患者への精神的ケア体制の状況
②自殺企図患者個別調査票：平成21年6月及び11月の計2か月間に救急搬送された自殺企図患
者の個々の状況
主な結果

《アンケート回収状況》

○ 平成21年6月及び11月に、福島県内の全救急医療機関84か所に対して、自殺企図によって救急受診した患者への対応についてアンケートにより調査し、83か所(98.8%)から回答を得た。

《自殺企図対応体制アンケートから》

(1) 自殺企図患者への対応については、過半数の医療機関が困難を感じていた。特に「精神的ケアを行う人的・時間的余裕がない」「精神的ケアは難しい」「今後自殺するリスクの評価が難しい」等について、約8割の医療機関が困難と感じていた。

(2) 精神科がある医療機関とない医療機関とでは、後者の医療機関のほうが、精神症状の評価及び精神的ケアや専門家との連携が不十分であった。

《自殺企図患者個別調査から》

(1) 期間中に自殺企図によって救急受診した患者数は138人で、そのうち14人が死亡した。これは同期間中の自殺死亡数（警察庁発表暫定値）77人の18.2%であった。

(2) 既遂者（死亡者）は未遂者と比較して、男性が多く、年齢が高かった。手段としては、服薬・手首自傷がなく、縊首が多いという特徴があった。

(3) 既遂者14人が過去に自殺未遂で救急受診をしたことの有無については、「あり」が0人、「なし」が9人(69.2%)、「不明」が5人（調査回答なしを含む）であった。
《課題》

(1) 救急医療体制の整備により救命率を高めること。また、それぞれの医療機関の実情に応じて、救急医療と精神科医療との有効な連携体制（速やかに精神科へ受診できる体制）を作ることが必要である。

(2) 自殺企図患者に継続的に関わることが、自殺企図の実態解明においても、また自殺企図患者の精神的ケアにおいても必要である。
